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(57)【要約】
　表面処理組成物は、特定のカチオン性ポリマー（複数可）と、アニオン性界面活性剤と
、１つ以上のシールド塩類と、疎水性会合撹乱物質と、を含む。表面処理組成物は、少な
くとも約６重量％のカチオン性ポリマーと、少なくとも約６重量％のアニオン性界面活性
剤と、少なくとも約４重量％のシールド塩と、を含む。カチオン性ポリマーに対するアニ
オン性界面活性剤の重量比は、約０．５：１と約４：１の間である。組成物はまた、約０
．３：１と約３：１の間のカチオン性ポリマーに対するシールド塩の重量比を有すること
ができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面処理組成物であって、
　ａ）前記組成物の６重量％～２０重量％の、１００，０００ダルトン未満の分子量を有
するカチオン性ポリマーであって、前記カチオン性ポリマーが、カチオン性電荷及び０未
満のｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ　Ｄを有さず、親水性コモノマーを含有しない、カチオン性ポ
リマーと、
　ｂ）前記組成物の６重量％～４０重量％のアニオン性界面活性剤と、
　ｃ）前記組成物の５重量％～３０重量％の疎水性会合撹乱物質と、
　ｄ）前記組成物の４重量％～１５重量％のシールド塩であって、前記シールド塩が、
　２５～５００の分子量を有し、並びに
　最大０．０１Ｍの濃度で水に添加される場合、水の表面張力を５０ｍＮ／ｍ以下に下降
させることが不可能であり、
　カチオン性ポリマーに対するアニオン性ポリマーの重量比が、０．５：１と４：１の間
である、シールド塩と、
を含む、表面処理組成物。
【請求項２】
　前記カチオン性ポリマーが、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクロリド）であり、
又はより好ましくは、前記カチオン性ポリマーが、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウム
クロリド）－コ－ポリ（ビニルホルムアミド）である、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記カチオン性ポリマーが、カチオン性電荷がなく、かつ０を超えるｌｏｇ　Ｐ又はｌ
ｏｇ　Ｄを有する、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクロリド）と親水性モノマーの
コポリマーである、請求項１又は２に記載の組成物。
【請求項４】
　前記疎水性会合撹乱物質が、非イオン性界面活性剤、アルコール、アミド、及びこれら
の混合物からなる群から選択され、前記アルコール及びアミドがそれぞれ、疎水性末端基
Ｒ１を含み、Ｒ１が、アルキル、アルケニル、アルキル芳香族、又は長さがＣ２～Ｃ１８

の分岐状アルキル基である、請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項５】
　前記疎水性会合撹乱物質が、非イオン性界面活性剤とアルコールの混合物であり、より
好ましくは、前記非イオン性界面活性剤が、長さが１０～１６個の炭素のアルキル鎖を含
み、４～１０モルのエチレンオキシドでエトキシル化され、前記アルコールがエタノール
である、請求項４に記載の組成物。
【請求項６】
　前記シールド塩が、水中に溶解される場合にアニオンを形成し、前記アニオンの少なく
とも一部が複数の負電荷を有し、複数の負電荷を有する前記アニオンの前記一部の前記負
電荷の５０％以下が、カルボキシレート基と会合している、請求項１～５のいずれか一項
に記載の組成物。
【請求項７】
　前記シールド塩が、クメンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類
金属塩類、トルエンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類
、キシレンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類、ベンゼ
ンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類、及びこれらの混
合物の群から選択され、又はより好ましくは、前記シールド塩が、クメンスルホン酸ナト
リウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、キシレンスルホン酸ナトリウム、ベンゼンスル
ホン酸ナトリウム、及びこれらの混合物の群から選択され、又はより好ましくは、前記シ
ールド塩が、クメンスルホン酸ナトリウムを含む、請求項１～６のいずれか一項に記載の
組成物。
【請求項８】
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　カチオン性ポリマーに対するシールド塩の重量比が、０．３：１～３：１である、請求
項１～７のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項９】
　前記カチオン性ポリマーの電荷密度が、ｐＨ　７で、０．０５ｍｅｑ／ｇと２５ｍｅｑ
／ｇの間である、請求項１～８のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１０】
　前記組成物が、乳白化成分を含まない場合、９０％を超える光透過率の割合を有する、
請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１１】
　表面処理組成物であって、
　ａ）前記組成物の６重量％～２０重量％の、１００，０００ダルトン未満の分子量を有
するポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクロリド）と、
　ｂ）前記組成物の６重量％～４０重量％のアニオン性界面活性剤と、
　ｃ）前記組成物の５重量％～３０重量％の疎水性会合撹乱物質と、
　ｄ）前記組成物の４重量％～１５重量％のシールド塩であって、前記シールド塩が、
　２５～５００の分子量を有し、並びに
　最大０．０１Ｍの濃度で水に添加される場合、水の表面張力を５０ｍＮ／ｍ以下に下降
させることが不可能であり、
　カチオン性ポリマーに対するアニオン性ポリマーの重量比が、０．５：１と４：１の間
である、シールド塩と、
を含む組成物。
【請求項１２】
　前記カチオン性ポリマーが、カチオン性電荷がなく、かつ０を超えるｌｏｇＰ又はｌｏ
ｇＤを有する、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクロリド）と親水性モノマーのコポ
リマーである、請求項１１に記載の組成物。
【請求項１３】
　前記疎水性会合撹乱物質が、非イオン性界面活性剤、アルコール、アミド、及びこれら
の混合物からなる群から選択され、前記アルコール及びアミドそれぞれが、疎水性末端基
Ｒ１を含み、Ｒ１が、アルキル、アルケニル、アルキル芳香族、又は長さが２～１８個の
炭素の分岐状アルキル基である、請求項１１又は１２に記載の組成物。
【請求項１４】
　前記シールド塩が、水中に溶解される場合にアニオンを形成し、前記アニオンの少なく
とも一部が複数の負電荷を有し、複数の負電荷を有する前記アニオンの前記一部の前記負
電荷の５０％以下が、カルボキシレート基と会合している、請求項１１～１３のいずれか
一項に記載の組成物。
【請求項１５】
　前記シールド塩が、クメンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類
金属塩類、トルエンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類
、キシレンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類、ベンゼ
ンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ又はアルカリ土類金属塩類、及びこれらの混
合物の群から選択され、又はより好ましくは、前記シールド塩が、クメンスルホン酸ナト
リウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、キシレンスルホン酸ナトリウム、ベンゼンスル
ホン酸ナトリウム、及びこれらの混合物の群から選択さる、請求項１１～１４のいずれか
一項に記載の組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カチオン性ポリマー、アニオン性界面活性剤、シールド塩、疎水性会合撹乱
物質及び必要に応じて他の選択された成分を含む表面処理組成物に関し、ここではシール
ド塩及び疎水性会合撹乱物質は、カチオン性－アニオン性の系で典型的に見られる相分離
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を防止する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の表面処理組成物は、特定のカチオン性ポリマーとアニオン性界面活性剤とを含有
する場合がある。表面処理組成物におけるこれら構成成分の混合は、限定されないが布地
及び毛髪を含める多様な表面に対して効果を得られる可能性がある。
【０００３】
　この効果は、特定のカチオン性ポリマーをアニオン性界面活性剤で錯体形成し、沈殿錯
体を形成することによって達成され得、これは「コアセルベート」として知られる。コア
セルベートの効果は、表面処理組成物に配合され得るポリマーの量に多くの場合比例する
。しかしながら、アニオン性界面活性剤を含有する組成物におけるポリマーの濃度が高レ
ベルの配合は、表面処理組成物が長期にわたって保管される場合に、好ましくない相分離
及び／又は濃厚な塊状の産物へとつながる場合がある。
【０００４】
　コアセルベートは、当業者によく知られる様々な効果を、限定されないが布及び毛髪を
含める表面に供給する。例示の効果としては、再生、軟化、状態調節、ふけ防止活性剤及
びシリコーンエマルジョンのような有益剤の送達並びに表面修復が挙げられる。洗濯環境
では、コアセルベートは、特に布地軟化をもたらす。加えて、コアセルベートは、消費者
を失望させ得る現象である、色落ちし、時間と共に退色した衣料品について布地を再生す
ることで特に有効である。
【０００５】
　理論に束縛されようとするものではないが、洗濯洗浄サイクルの間に、コアセルベート
は、布地表面に付着され、繊維及び／又は原繊維をリセットすると考えられる。繊維又は
原繊維をリセットすることは、滑らかな糸を結果としてもたらし、布地表面から突出する
繊維の数を低減すると考えられる。突出する繊維及び／又は原繊維は、光を散乱させ、色
強度減少の光学的な効果を生み出すことができる。したがって、これら繊維及び／又は原
繊維をリセットすることは、より少ない光散乱及びより多くの色彩を結果としてもたらす
。
【０００６】
　毛髪環境では、コアセルベートは、毛髪表面に有益剤を付着させる上で補助することが
できると考えられ、この活性は、例えば毛髪コンディショニング効果及び／又は分割した
先端部の修復をもたらし得る。コアセルベートの効果は、表面処理組成物を収容する容器
内のコアセルベートの形成によって強化され得る。これが、今度は、注ぐため又は分配す
るために好ましくない濃厚性及び／又は困難さを生み出す。更に、組成物中のコアセルベ
ートの沈殿は、消費者が組成物を使用するにつれて、使用量に対する変動し得る利益プロ
ファイルに進む可能性がある。これら配合問題を克服するための１つの方法は、コアセル
ベートの好ましくない過剰産生を最小限にとどめるように、組成物中のカチオン性ポリマ
ーの量を５重量％以下に低減することである。しかしながら、カチオン性ポリマーの量を
最小化することによって、従来の配合物はまた、多量のカチオン性ポリマーが含有される
場合に達成されるいくつかの表面処理効果を失う。
【０００７】
　同時係属中の米国特許出願第６１／５５８４８０号に記載される最近の研究は、前述し
た問題の解決策として、界面活性剤及びポリマーを互いから静電的にシールドする方法と
してシールド塩類の使用を開示している。この研究は、ポリマーが、カチオン性コモノマ
ーに加えて親水性コモノマーを含有する場合、最も有効であるとして説明されていて、こ
こでは、かかる親水性コモノマーは、１以下のｌｏｇ　Ｐ値又はｌｏｇ　Ｄ値を有する。
しかしながら、この研究は、親水性コモノマーを含有しないカチオン性ポリマーを安定化
させるためのルートを特定してはいない。実際に今まで、カチオン性ポリマーのポリ－Ｄ
ＡＤＭＡＣは、本明細書に記載される濃度で布地ケア及び毛髪ケア用の組成物に配合する
ことは実質上不可能であった。
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、パッケージ化組成物中で好ましくないコアセルベートを産生することなく
、改善された表面処理効果を達成するための高濃度のカチオン性ポリマー及びアニオン性
界面活性剤の双方を含有する表面処理組成物への要求が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　理論に束縛されるものではないが、驚くべきことに、疎水性会合撹乱物質と組み合わせ
て、シールド塩、アニオン性界面活性剤、及びカチオン性ポリマー（これは親水性コポリ
マーを封じ込めない、すなわち、カチオン性電荷を欠如し、これがｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ
　Ｄ＜０を有する）の組成物中の封入は、これがボトルなどの容器内で保管される場合に
、組成物内のコアセルベートの形成を防止すること、更に使用時における組成物の希釈の
際にコアセルベート形成がなお可能であること見出した。
【００１０】
　本発明の一実施形態により、表面処理組成物が提供される。表面処理組成物は、組成物
の重量で約６％～約２０％のカチオン性ポリマーを含み、このカチオン性ポリマーは、約
１００，０００ダルトン未満の重量平均分子量を有するものとして定義され、親水性コモ
ノマーを封じ込めず、この親水性コモノマーは、カチオン性電荷を欠如し、かつｌｏｇ　
Ｐ又はｌｏｇ　Ｄ＜０を有するものとして定義される。表面処理組成物は、組成物の重量
で、約６％～約４０％のアニオン性界面活性剤を更に含む。表面処理組成物は、組成物の
重量で、約４％～約１５％のシールド塩を更に含み、このシールド塩は、約２５～約５０
０グラム／モルの分子量を有し、最大０．０１Ｍの濃度で水に添加される場合に、水の表
面張力を５０ｍＮ／ｍ以下に下げることが不可能である。表面処理組成物は、約５重量％
～約３０重量％の疎水性会合撹乱物質を更に含み、疎水性会合撹乱物質は、約５００グラ
ム／モル未満の分子量を有し、非荷電種である。表面組成物はまた、約０．５：１～約４
：１のカチオン性ポリマーに対するアニオン性界面活性剤の重量比を有する。
【００１１】
　本発明の実施形態によって提供されるこれら目的及び追加的目的並びに利点は、以下の
発明を実施するための形態を考慮してより完全に理解されるであろう。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　用語の定義
　本明細書で使用するとき、「コアセルベート」は、液相及び固相分離の双方を包含する
。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、用語「布地」及び「布」は、非特定的に使用され、限定され
るものではないが様々な布地又は繊維のブレンドを包含する綿、亜麻布、ウール、ポリエ
ステル、ナイロン、絹、アクリル及びこれらに類するものなどの天然、人工及び合成繊維
を包含する天然又は人工繊維の網状構造からなる任意のタイプの可撓性材料を指し得る。
【００１４】
　本明細書で使用するとき、用語「表面処理組成物」とは、本明細書に記載されるような
コアセルベートを含む組成物の使用から利益を受ける任意の好適な表面を指す。
【００１５】
　本明細書で使用するとき、用語「布地処理組成物」は、洗濯洗浄組成物及び洗剤、布地
軟化組成物、布地向上組成物、布地フレッシュニング組成物、洗濯予洗組成物、洗濯前処
理組成物、又は他の洗濯添加剤中に供給される組成物を包含する。このような組成物は、
洗濯前処理剤、洗濯後処理剤として使用されてもよく、あるいは、洗濯操作のすすぎ又は
洗浄サイクル中に添加されてもよい。更に、布地処理組成物は、単回投与単位、複数回投
与用ボトル又は容器内で保管されてもよい。
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【００１６】
　本明細書で使用するとき、用語「毛髪ケア用処理組成物」は、シャンプー、コンディシ
ョナー、トニック又はスタイリング製品内に供給される組成物を包含する。更に、毛髪ケ
ア処理組成物は、単回投与単位、複数回投与用ボトル又は容器内で保管されてもよい。
【００１７】
　本明細書で使用しかつ以下で記載するとき、「シールド塩類」とは、ボトル内部のコア
セルベート形成を低減又は防止するために、洗剤容器又はボトル内部のアニオン性界面活
性剤とカチオン性界面活性剤との間の分離を静電的にシールド又は維持する塩類を指す。
【００１８】
　本明細書で使用しかつ以下で記載するとき、「疎水性会合撹乱物質」とは、界面活性剤
を含むミセルの外部に存在することができ、界面活性剤末端部分とポリマーの疎水性領域
との間で別に起こり得る会合を妨害することができる分子を指す。
【００１９】
　本明細書で使用しかつ以下で記載するとき、「親水性コモノマー」とは、カチオン性電
荷を欠如し、かつ１未満、又は０未満のｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ　Ｄを有するコモノマーを
指す。ｌｏｇ　Ｐは、非イオン化可能な物質に対する使用に好適である。ｌｏｇ　Ｄは、
イオン化可能な物質に好適であり、この場合には、ｐＨ　７で使用される。
【００２０】
　本明細書で使用しかつ以下で記載するとき、「疎水性コモノマー」とは、カチオン性電
荷を欠如し、かつｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ　Ｄ＞０を有するコモノマーを指す。ｌｏｇ　Ｐ
は、非イオン化可能な物質に好適である。ｌｏｇ　Ｄは、イオン化可能な物質に好適であ
り、この場合には、ｐＨ　７で使用される。
【００２１】
　本明細書で使用するとき、ポリマーのＭＷなどの省略形は、特に断らない限り、ポリマ
ーの重量平均分子量を指すこともある。
【００２２】
　本発明の実施形態は、全般的には、特定のカチオン性ポリマー（複数可）と、アニオン
性界面活性剤と、１つ以上のシールド塩類と、疎水性会合撹乱物質とを含む表面処理組成
物に関する。表面処理組成物は、少なくとも約６重量％のカチオン性ポリマーと、少なく
とも約６重量％のアニオン性界面活性剤と、少なくとも約４重量％のシールド塩と、を含
む。カチオン性ポリマーに対するアニオン性界面活性剤の重量比は、約０．５：１と約４
：１の間である。組成物はまた、約０．３：１と約３：１の間のカチオン性ポリマーに対
するシールド塩の重量比を有してもよい。
【００２３】
　理論に束縛されるものではないが、シールド塩は、カチオン性ポリマーとアニオン性界
面活性剤の間の静電気引力を緩和することができる。組成物の重量で約４％又はそれを超
えるシールド塩のレベルを有する配合組成物は、シールド塩がポリマーを界面活性剤から
静電的にシールドすることを可能にする。塩が疎水性部分を含有する場合、これはまた、
カチオン性ポリマーとアニオン性界面活性剤との間の疎水性相互作用を低減することもで
きる。
【００２４】
　以下に記載される例示の実施形態では、シールド塩は、カチオン性ポリマーとアニオン
性界面活性剤との間の静電気的及び疎水性相互作用を最小化するヒドロトロープであり得
る。用語「ヒドロトロープ」とは、塩が親水性及び疎水性部分の双方を有し、界面活性剤
及び／又はポリマーの疎水性部分との疎水性相互作用を有することができるようなものを
意味する。しかしながら、場合によっては、カチオン性ポリマー（すなわち、炭素主鎖）
と界面活性剤末端部との間の疎水性会合が余りに強いために、ヒドロトロピックシールド
塩が十分に有効でないこともある。これは、カチオン性ポリマーが、本明細書に記載され
るような親水性コモノマーを封じ込めない場合、特に当てはまる。この場合、疎水性会合
撹乱物質が使用されてもよい。理論に束縛されるものではないが、これら種は、ミセルの
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外部に存在することができ、したがって、恐らくはミセル構造を破壊すること又は立体構
造を提供することを介して、界面活性剤末端部とポリマーの疎水性領域との間で別に発生
し得る会合を妨害する。
【００２５】
　アニオン性界面活性剤
　好適なアニオン性界面活性剤は、液体洗剤製品で典型的に用いられる従来のアニオン性
界面活性剤のいかなる種類のものであってもよい。このような界面活性剤としては、アル
キルベンゼンスルホン酸及びそれらの塩、並びにアルコキシル化又は非アルコキシル化ア
ルキル硫酸塩材料が挙げられる。代表的なアニオン性界面活性剤は、Ｃ１０～Ｃ１６のア
ルキルベンゼンスルホン酸、好ましくは、Ｃ１１～Ｃ１４のアルキルベンゼンスルホン酸
のアルカリ金属塩である。一態様では、アルキル基は直鎖である。このような直鎖アルキ
ルベンゼンスルホネートは「ＬＡＳ」として公知である。そのような界面活性剤及びそれ
らの調製は、例えば、米国特許第２，２２０，０９９号及び同第２，４７７，３８３号に
記載されている。特に好ましいものは、アルキル基の炭素原子の平均数が約１１～１４の
線状直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム及びカリウムである。ナトリウムＣ１１

～Ｃ１４　ＬＡＳ、例えば、Ｃ１２　ＬＡＳはそのような界面活性剤の具体的な例である
。
【００２６】
　アニオン性界面活性剤の他の代表的な例としては、直鎖又は分枝鎖エトキシル化アルキ
ルサルフェート型界面活性剤が挙げられる。アルキルエーテル硫酸塩又はアルキルポリエ
トキシレート硫酸塩には、既知のこうした材料は、式：Ｒ’－Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ－Ｓ
Ｏ３Ｍ（式中、Ｒ’はＣ８～Ｃ２０アルキル基であり、ｎは約１～２０であり、Ｍは塩形
成性カチオンである）に相当するものである。具体的な実施形態において、Ｒ’はＣ１０

～Ｃ１８アルキルであり、ｎは約１～１５であり、Ｍはナトリウム、カリウム、アンモニ
ウム、アルキルアンモニウム、又はアルカノールアンモニウムである。より具体的な実施
形態において、Ｒ’はＣ１２～Ｃ１６であり、ｎは約１～６であり、及びＭはナトリウム
である。アルキルエーテルサルフェートは一般に、様々なＲ’鎖長及び様々なエトキシル
化度を含む混合物の形態で使用される。しばしばそのような混合物はまた、必然的にいく
つかの非エトキシル化アルキルサルフェート類、即ち、上記エトキシル化アルキルサルフ
ェート式で、式中、ｎ＝０である界面活性剤も含有することになる。
【００２７】
　非エトキシル化アルキルサルフェートも本発明の組成物に別途加えられ、存在してもよ
い任意のアニオン性界面活性剤構成成分として又は任意のアニオン性界面活性剤構成成分
中で使用されてもよい。非アルコキシル化、例えば非エトキシル化、アルキルサルフェー
ト界面活性剤の具体例は、高級Ｃ８～Ｃ２０脂肪族アルコールの硫酸化により製造される
ものである。従来の一級アルキルサルフェート界面活性剤は、一般式：Ｒ”ＯＳＯ３

－Ｍ
＋（式中、Ｒ”は典型的に、直鎖又は分枝鎖であってもよいＣ８～Ｃ２０アルキル基であ
り、Ｍは水溶性化カチオンである）を有する。具体的な実施形態において、Ｒ”はＣ１０

～Ｃ１５アルキル基であり、Ｍはアルカリ金属であり、より具体的には、Ｒ”はＣ１２～
Ｃ１４アルキルであり、Ｍはナトリウムである。本明細書で有用な具体的なアニオン性界
面活性剤の非限定例としては、ａ）Ｃ１１～Ｃ１８アルキルベンゼンスルホネート（ＬＡ
Ｓ）；ｂ）Ｃ１０～Ｃ２０の一級分枝鎖及びランダムアルキルサルフェート（ＡＳ）；ｃ
）以下の式を有するＣ１０～Ｃ１８二級（２，３）－アルキルサルフェートが挙げられる
：
【００２８】
【化１】

　（式中、Ｍは、電荷の中性をもたらす水素又はカチオンであり、界面活性剤又は添加剤
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成分と会合又は非会合であっても全てのＭ単位は、当業者により単離された形態、又は化
合物が使用される系の相対的ｐＨによって水素原子又はカチオンのいずれかであることが
でき、好ましいカチオンの非限定例として、ナトリウム、カリウム、アンモニウム、及び
これらの混合物が挙げられ、ｘは少なくとも約７、好ましくは少なくとも約９の整数であ
り、ｙは少なくとも８、好ましくは少なくとも約９の整数である）；ｄ）Ｃ１０～Ｃ１８

アルキルアルコキシサルフェート（ＡＥｚＳ）（好ましくは、ｚは１～３０である）；ｅ
）好ましくは１～５個のエトキシ単位を含んでなるＣ１０～Ｃ１８アルキルアルコキシカ
ルボキシレート；ｆ）米国特許第６，０２０，３０３号及び同第６，０６０，４４３号に
述べられるような中鎖分岐アルキルサルフェート；ｇ）米国特許第６，００８，１８１号
及び同第６，０２０，３０３号に述べられるような中鎖分岐アルキルアルコキシサルフェ
ート；ｈ）国際公開第９９／０５２４３号、同第９９／０５２４２号、同第９９／０５２
４４号、同第９９／０５０８２号、同第９９／０５０８４号、同第９９／０５２４１号、
同第９９／０７６５６号、同第００／２３５４９号、及び同第００／２３５４８号に述べ
られるよう変性アルキルベンゼンスルホネート（ＭＬＡＳ）；ｌ）メチルエステルサルフ
ェート（ＭＥＳ）；及びｊ）α－オレフィンサルフェート（ＡＯＳ）が挙げられる。
【００２９】
　アニオン性界面活性剤の別の例示のタイプは、中和された脂肪酸を含む。
【００３０】
　様々な量のアニオン性界面活性剤が、本発明の表面処理組成物における使用で企図され
る。１つ以上の実施形態では、本発明の表面処理組成物は、約６％～約４０％のアニオン
性界面活性剤、又は約８％～約２５％のアニオン性界面活性剤を含んでもよい。
【００３１】
　カチオン性ポリマー
　例えば、全てのポリマーが典型的には液体洗剤製品で使用されて、多様なカチオン性ポ
リマーが、本発明の表面処理組成物における使用に好適である。１つ以上の実施形態によ
ると、カチオン性ポリマーは、最大で約１００，０００ダルトンの分子量、及びｐＨ　７
で算定される場合に、０．０５～２５ミリ当量／ｇの範囲で電荷密度を備える。理論に束
縛されるものではないが、カチオン性ポリマーの、分子量、電荷密度、及びポリマー構造
内の疎水性領域の存在は、ポリマー－界面活性剤錯体が形成されることを効果的に防止す
るためのシールド塩の能力に影響を及ぼす場合がある。特定の実施形態では、カチオン性
ポリマーの分子量は、１００，０００以下、好ましくは７５，０００以下、より好ましく
は５０，０００以下である。更には、電荷密度は、ｐＨ　７で算定される場合に、０．０
５～２５ミリ当量／ｇの範囲であり得る。本明細書で使用するとき、「電荷密度」は、最
終的ポリマーの電荷密度を指し、モノマー原料とは異なり得る。電荷密度は、繰り返し単
位当たりの正味電荷数を、繰り返し単位の分子量で除し、次いで１０００を掛けることに
より計算され得る。正電荷は、カチオン性ポリマーの主鎖上及び／又はカチオン性ポリマ
ーの側鎖上に位置することができることに留意されるべきである。アミンモノマーを有す
るカチオン性ポリマーの場合には、電荷密度は、担体のｐＨに依存し、したがって、本開
示との比較のために、電荷密度はｐＨ　７で測定されるべきである。
【００３２】
　構造的には、カチオン性ポリマーは、必要に応じて、カチオン性コモノマーに加えて疎
水性コモノマーを封じ込めてもよく、この疎水性コモノマーは、カチオン性電荷を有さず
、かつｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ　Ｄ＞０を有するものとして定義される。理論に束縛される
ものではないが、かかるポリマーは、ポリマーが親水性コモノマーを封じ込める場合と対
比して、疎水性会合を介して界面活性剤とより強力に相互作用することができると信じら
れている。ｌｏｇ　Ｐ及びｌｏｇ　Ｄは、Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｄｅ
ｖｅｌｏｐｍｅｎｔ（ＡＣＤ／Ｌａｂｓ）ソフトウェアＶ１１．０２（１９９４～２０１
１　ＡＣＳ／Ｌａｂｓ）を使用して計算されるものである。例として、メチルメタクリレ
ートコモノマーは、１．２１のｌｏｇ　Ｐを有することが計算され、疎水性コモノマーで
あると考えられ得るが、一方アクリル酸はｐＨ　７で－２．５６のｌｏｇ　Ｄを有するこ
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とが計算され、故に、親水性コモノマーであると考えられる。イオン化種の場合には、疎
水性コモノマーは、ｐＨ　７でｌｏｇ　Ｄ＞０を有するものとして説明され得、非イオン
化種の場合にはｌｏｇ　Ｐ＞０を有し、並びにカチオン性電荷を有さないとして説明され
得る。非限定的な例としては、表Ｉの種（５）～種（１４）が挙げられる。
【００３３】
【表１】

【００３４】
　例えば、限定されるものではないが、カチオン性ポリマーは、ポリ（ジアリルジメチル
アンモニウムクロリド）、又は「ＤＡＤＭＡＣ」を含んでもよく、ここでは疎水性コモノ
マーが含有されず、又はカチオン性ポリマーは、０を超えるｌｏｇ　Ｐ又はｌｏｇ　Ｄを
有する（イオン化可能な物質の場合）上記表中の疎水性コモノマーとＤＡＤＭＡＣモノマ
ーの共重合を含んでもよい。表ＩＩは、本発明における使用の選択されたカチオン性ポリ
マーに関するカチオン性電荷密度及びモノマーの分子量を含む。
【００３５】
【表２】

【００３６】
　様々な量のカチオン性ポリマーが、本発明の表面処理組成物における使用のために企図
される。１つ以上の実施形態では、本発明の組成物は、約６％～約４０％のアニオン性界
面活性剤、又は約６％～約１５％のカチオン性ポリマーを含むことができる。更に、本発
明の組成物は、希釈時の水中のコアセルベートの形成を促進すること、並びにボトルなど
の容器内で保管される場合に、形成を防止することを目的とし、これはまた、カチオン性
ポリマーに対するアニオン性界面活性剤の重量比を制御するために有益であり得る。カチ
オン性ポリマーに対するアニオン性界面活性剤の比率は、約０．５：１と約４：１の間、
又は約０．５０：１と約３：１の間、又は約０．７５：１と約１．５：１の間であっても
よい。
【００３７】
　疎水性会合撹乱物質
　疎水性会合撹乱物質は、ミセルの外部に存在することができる分子であり、界面活性剤
とポリマーの疎水性領域との間で別に発生し得る会合を「妨害する」。例としては、ミセ
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ル全体をもう少しだけ親水性にさせるよう働くことができる非イオン性界面活性剤、並び
にミセルの外部領域の親水性を増加させることがまた可能であるエタノールなどの溶媒が
挙げられる。例として、以下の表ＩＩＩのデータは、高レベルで配合することが布地ケア
及びシャンプーの歴史では実質上不可能であったポリ－ＤＡＤＭＡＣが、疎水性会合撹乱
物質とシールド塩類との組み合わせを介して、高レベルにおいても、成功裏に配合され得
ることを裏付けている。
【００３８】
【表３】

【００３９】
　本発明によると、好適なアルコール又はアミドは、Ｒ１の疎水性末端基を有する。本明
細書にて使用するとき、Ｒ１は、アルキル、アルケニル（３個までの二重結合を含有する
）、アルキル芳香族、又はＣ２～Ｃ１８長の分枝状アルキル基である。本発明に好適なア
ルキル、アルケニル、又は分枝状アルキル基の非限定例としては、エチル、イソプロピル
、ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ヘキシル、デシル、ウンデシル、ラウリ
ル、トリデシル、ミリスチル、ペンタデシル、セチル、ヘプタデシル、ステアリル、ウン
デシレニル、パルミトレイル、オレイル、パルモレイル、リノレイル、イソラウリル、イ
ソトリデシル、イソミリスタル、イソペンタデシル、ペトロセリニル、イソセチル、イソ
ヘプタデシル、イソステアリル、ガドレイル、ブラシジル、及びこれらの工業銘柄混合物
が挙げられる。
【００４０】
　本明細書にて使用するとき、Ｒ１はまた、より高い分子量の分枝状イソアルコールを生
じさせるために、アルコールのアルカリ縮合により調製される分枝状アルキル基であって
もよい。当該技術分野において、これらの分枝状イソアルコールは、ゲルベアルコールと
呼ばれる。
【００４１】
　Ｒ１は、小麦胚、ヒマワリ、ブドウ種子、ゴマ、トウモロコシ、アンズ、ヒマシ、アボ
カド、オリーブ、大豆、スイートアーモンド、パーム、菜種、綿実、へーゼルナッツ、マ
カデミア、カリテ（karite）、ホホバ、アルファルファ、ケシ、カボチャ種子、ゴマ、キ
ュウリ、クロスグリ、マツヨイグサ、キビ、大麦、キヌア、ライ麦、ベニバナ、キャンド
ルナッツ、トケイソウ又はムスクローズ油、及びカリテ（karite）バターのような野菜由
来のアルキル、アルケニル又は分枝状炭素鎖であってもよい。
【００４２】
　シールド塩
　上述のように、シールド塩類は、ボトルの内部のコアセルベート形成を低減するために
、洗剤容器又はボトル内部のアニオン性界面活性剤とカチオン性ポリマーとの間の分離を
封鎖又は維持する塩類である。本発明によると、シールド塩類は、水中で溶解される場合
に、正帯電しているイオン（カチオン）及び負帯電しているイオン（アニオン）を形成す
るイオン種である。本発明の範囲内にあるものとして様々な重量が企図されるが、シール
ド塩の分子量は、約２５と約５００ダルトンの間である。更に、シールド塩は強塩基では
なく、これは、シールド塩が酸／塩基反応において非常に弱い酸を脱プロトン化すること
ができないことを意味している。
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【００４３】
　更なる説明として、シールド塩は、界面活性剤ではなく、これは、本明細書で定義され
るように、シールド塩は、これが水に最大で０．０１Ｍの濃度で添加される場合に、５０
ｍＮ／ｍ以下に水の表面張力を低下させることができないことを意味している。参照点と
して、水は、室温で７２ｍＮ／ｍの表面張力を有する。
【００４４】
　１つ以上の実施形態では、シールド塩は、有機塩類、無機塩類、又はこれらの組み合わ
せを含むことができる。これら無機鉱物塩類（本明細書では簡単に塩類とも呼ばれる）は
、ＩＡ族及び／又はＩＩＡ族の金属の１つ以上のハライド、アルカリ及びアルカリ土類金
属塩、アンモニウム系塩、及びこれらの組み合わせを含むことができる。例えば、限定さ
れないが、単純塩として、ＮａＣｌ、ＮａＢｒ，ＮａＩ，ＮａＮＯ３、及びこれらの混合
物を挙げることができる。１つ以上の好ましい実施形態では、シールド塩は、シールド塩
は、有機ヒドロトロピック塩である。様々な有機ヒドロトロピック塩類が本明細書で企図
されるが、ヒドロトロピック塩類は、クメンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ及
び／又はアルカリ土類金属塩類；トルエンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ及び
／又はアルカリ土類金属塩類；キシレンスルホネートのアンモニウム系、アルカリ及び／
又はアルカリ土類金属塩類；非置換であることが好ましいベンゼンスルホネートのアンモ
ニウム系、アルカリ及び／又はアルカリ土類金属塩類；その他の類似の芳香族塩などの芳
香族塩を挙げることができる。例示の実施形態では、シールド塩は、クメンスルホン酸ナ
トリウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、キシレンスルホンサンナトリウム、ベンゼン
スルホン酸ナトリウム、及び／又はこれらの混合物である。当業者にはよく知られるよう
に、表面処理組成物中で使用されるシールド塩は、このパラグラフで列挙された塩類のい
ずれかの混合物及び類似塩を含むことができる。全ての実施形態で除外されているわけで
はないが、本発明のシールド塩類は、典型的には、ホウ素を含有しないであろう。
【００４５】
　本発明の表面組成物は、約４％～約１５％、又は約４％～約１０％、又は約６％～約８
％のシールド塩を含むことができる。更に、本発明の組成物は、希釈時に洗浄水中のコア
セルベートの形成を促進すること並びにボトル内の形成を抑制することを目的とし、これ
はまた、カチオン性ポリマーに対するアニオン性界面活性剤の重量比を制御するために有
益である。カチオン性ポリマーに対するシールド塩の重量比は、約０．３：１と約３：１
の間、又は約０．６：１と約２：１の間である。
【００４６】
　理論に束縛されるものではないが、単純無機塩類は、主として、より親水性の界面活性
剤ポリマー錯体を別に形成することがあり、並びにより弱いポリマー－界面活性剤相互作
用の場合には一般的に有効であり得る、製品を安定化させるために十分である静電気引力
をシールドすることによって作用する。しかしながら、ヒドロトロピック塩類は、静電気
引力をシールドするのみならず、加えて疎水性阻害作用を分解することもできる。疎水性
相互作用分解は、より強い界面活性剤／ポリマー相互作用及び／又はより疎水性のポリマ
ーの場合に必要とされると考えられる。しかしながら、疎水性相互作用が十分に強い場合
には、本明細書に記載されるような、疎水性会合撹乱物質を用いることが更に必要となる
。水中にシールド塩が溶解される場合に形成されるアニオンの一部分又はその全ては、複
数の負電荷を有する。複数の負電荷が、アニオンの少なくとも一部で存在するならば、複
数の負電荷を有するアニオンの部分の５０％以下の負電荷が、カルボキシレート基と会合
する。
【００４７】
　シールド塩類は、５８０ｎｍにおける８０％を超える、又は９０％以上の透過率、又は
約９０％以上の透過率の組成物のパーセント透過率（％Ｔ）をもたらすであろう。パーセ
ント透過率の測定値は、染料の不在下で、組成物に通常添加される乳白化又は不溶性要素
であるにちがいない。乳白化又は不溶性要素としては、硬化ヒマシ油などの構造剤、シリ
コーン、雲母などの審美性剤、及びパーセント透過率を低減するその他の要素などが挙げ
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られる。
【００４８】
　任意の添加剤
　本発明の表面処理組成物はまた、追加の補助的洗浄添加剤を含有してもよい。このよう
な追加成分の明確な性質及びそれらを組み込む濃度は、組成物の物理的形態及びそれが使
用される作業の明確な性質に依存する。
【００４９】
　洗浄添加剤は、非イオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、双性イオン性又は両性
界面活性剤、ビルダー、構造剤又は増粘剤、粘土汚れ除去剤／再堆積防止剤、ポリマー性
汚れ放出剤、ポリマー性分散剤、ポリマー性グリース洗浄剤、酵素、酵素安定化系、漂白
化合物、漂白剤、漂白活性剤、漂白触媒、増白剤、染料、雲母、布地色相剤、移染防止剤
、キレート剤、泡抑制剤／消泡剤、布地柔軟剤、香料及び香料送達系並びにかかる溶媒、
安定化剤、抗菌剤、及びかかる製品を配合するために必要とされる中和剤からなる群から
選択されてもよい。
【００５０】
　泡の形成を低減又は抑制するための化合物を、本発明の組成物中に組み込むことができ
る。泡の抑制は、米国特許第４，４８９，４５５号、及び同第４，４８９，５７４号に記
載されているようないわゆる「高濃度洗浄プロセス」、並びに、フロントローディング式
洗濯機において特に重要となり得る。
【００５１】
　洗濯用装置内の残留物を最小限にとどめ又は排除するために、消泡剤又は抗泡剤が有益
である。消泡剤、抗泡剤及び抑泡剤は、同一の機能的添加剤又は添加剤（複数）について
の互換性のある名称である。洗浄サイクルの間の泡及び発泡は、コアセルベートが泡内に
捕捉されるために、表面上に付着された表面処理組成物の残留物をもたらす場合があると
考えられる。布地の洗浄環境においては、残留物はまた、液はねを最小限にとどめるため
に洗濯器でデリケートなサイクル又はそれに相当するサイクルを使用して、及び／又は洗
濯プロセスで冷水を使用して、少量の洗濯物の洗濯によって最小化され又は排除される。
【００５２】
　抑泡剤として多種多様な材料を使用してよく、抑泡剤は当業者には周知である。例えば
、「Ｋｉｒｋ　Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」（Ｔｈｉｒｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｖｏｌｕｍｅ　７，ｐａｇｅｓ　
４３０～４４７（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．，１９７９））を参照
のこと。抑泡剤の例としては、モノカルボン脂肪酸及びその可溶性塩、高分子量炭化水素
、例えばパラフィン、脂肪酸エステル（例えば脂肪酸トリグリセリド）、一価アルコール
の脂肪酸エステル、脂肪族Ｃ１８～Ｃ４０ケトン（例えばステアロン（stearone））、Ｎ
－アルキル化アミノトリアジン、好ましくは約１００℃以下の融点を有するろう質炭化水
素、シリコーン抑泡剤、及び第２級アルコールが挙げられる。抑泡剤は、米国特許第２，
９５４，３４７号、同第４，２６５，７７９号、同第４，２６５，７７９号、同第３，４
５５，８３９号、同第３，９３３，６７２号、同第４，６５２，３９２号、同第４，９７
８，４７１号、同第４，９８３，３１６号、同第５，２８８，４３１号、同第４，６３９
，４８９号、同第４，７４９，７４０号、及び同第４，７９８，６７９号、同第４，０７
５，１１８号、欧州特許出願第８９３０７８５１．９号、欧州特許第１５０，８７２号、
並びにＤＯＳ　２，１２４，５２６号に記載されている。
【００５３】
　本明細書における組成物は、概して、０％～約１０％の石鹸泡抑制剤を含むであろう。
石鹸抑泡剤として利用されるとき、モノカルボン脂肪酸、及びその中の塩は、典型的には
、表面処理組成物の最大約５重量％の量で存在するであろう。好ましくは、約０．５％～
約３％の脂肪モノカルボン酸塩石鹸泡抑制剤が利用される。シリコーン石鹸泡抑制剤は、
典型的には、洗剤組成物の最大約２．０重量％量で利用されるが、より高い量が使用され
てもよい。モノステアリルリン酸塩石鹸泡抑制剤は、概して、組成物の約０．１％～約２
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重量％の範囲に及ぶ量で利用される。炭化水素石鹸泡抑制剤は、典型的には、約０．０１
％～約５．０％の範囲に及ぶ量で利用されるが、より高い濃度を使用することができる。
アルコール石鹸泡抑制剤は、典型的には、完成した組成物の０．２％～３重量％で使用さ
れる。
【００５４】
　本組成物及びプロセスにおいて有用な香料及び香料成分は、アルデヒド、ケトン、エス
テル等を含むが、これらに限定されない多種多様の天然及び合成化学成分を含む。また、
様々な天然抽出物及び天然エキスも挙げられ、これらには、オレンジ油、レモン油、バラ
抽出物、ラベンダー、ムスク、パチョリ、バルサムエキス、ビャクダン油、パイン油、シ
ーダーなどの成分の複雑な混合物を含み得る。最終香料は、このような成分の非常に複雑
な混合物を含んでなるものであり得る。最終香料は、典型的には、本明細書における表面
処理組成物の約０．０１重量％～約２重量％を含み、個々のレイ柔軟剤（lay softeners
）は、アミン及びカチオン性柔軟剤と組み合わせて使用することができ、香料成分は、最
終的な香料組成物の０．０００１重量％～約９０重量％を含んでよい。
【００５５】
　本開示の表面処理組成物は、香料送達系を含んでよい。好適な香料送達システム、特定
の香料送達システムの製造方法及びかかる香料送達システムの使用が、米国特許出願第２
００７／０２７５８６６（Ａ１）号に開示されている。一態様では、こうした香料送達系
は香料マイクロカプセルであってよい。一態様では、前記の香料マイクロカプセルは、香
料及びシェルを含むコアを含んでよく、前記シェルは前記コアを封入する。一態様では、
前記シェルは、アミノ樹脂共重合体、特に、メラミンホルムアルデヒド又は尿素ホルムア
ルデヒド、又は架橋メラミンホルムアルデヒド、アクリル、アクリレート、及びこれらの
混合物からなる群から選択される材料を含んでよい。一態様では、前記香料マイクロカプ
セルのシェルは、香料マイクロカプセルの沈着及び／又は定着に役立つ１つ以上の材料、
例えばポリマーで、本開示の組成物を用いて処理される箇所をコーティングしてよい。一
態様では、前記ポリマーは多糖類、カチオン変性デンプン、カチオン変性グアー、ポリシ
ロキサン、ポリジアリルジメチルアンモニウムハロゲン化物、ポリジアリルジメチルアン
モニウムクロリドとビニルピロリドンとのコポリマー、アクリルアミド、イミダゾール、
イミダゾリニウムハロゲン化物、イミダゾリウムハロゲン化物、ポリビニルアミン、ポリ
ビニルアミンとＮ－ビニルホルムアミドとのコポリマー、及びこれらの混合物からなる群
から選択されるカチオン性ポリマーであってよい。一態様では、前記香料マイクロカプセ
ルは砕けやすくてよく、及び／又は約１０μｍ～約５００μｍ、又は約２０μｍ～約２０
０μｍの平均粒径を有してよい。一態様において、前記組成物は、組成物の総重量に基づ
いて、約０．０１重量％～約８０重量％、約０．１重量％～約５０重量％、約１．０重量
％～約２５重量％、又は約１．０重量％～約１０重量％、の前記香料マイクロカプセルを
含んでよい。好適なカプセルは、Ａｐｐｌｅｔｏｎ　Ｐａｐｅｒｓ　Ｉｎｃ．（Ａｐｐｌ
ｅｔｏｎ，Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎ　ＵＳＡ）から入手可能である。ホルムアルデヒド捕捉剤
は、こうした香料マイクロカプセルの中で用いることも、こうした香料マイクロカプセル
と併せて用いることもできる。
【００５６】
　洗剤組成物と組み合わされる場合に、本発明の布地処理組成物は、必要に応じてビルダ
ーを含んでもよい。ビルダー入り洗剤は、典型的には、洗剤の総重量に基づいて少なくと
も約１重量％ビルダーを含む。液体配合物は、典型的には、洗剤の総重量に対して、最大
で約１０重量％、より典型的には、最大で８重量％のビルダーを含む。
【００５７】
　本明細書の洗剤組成物はまた任意で、本明細書の組成物の洗濯／漂白での使用中に遭遇
する、カルシウム又は他のイオン、水の硬度の影響に対抗するように作用する、低濃度の
有機洗剤ビルダー物質を含有してもよい。こうした物質の例には、アルカリ金属、シトレ
ート、スクシネート、マロネート、カルボキシメチルスクシネート、カルボキシレート、
ポリカルボキシレート、及びポリアセチルカルボキシレートが挙げられる。具体的な例と
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しては、オキシジコハク酸、メリト酸、ベンゼンポリカルボン酸、Ｃ１０～Ｃ２２脂肪酸
、及びクエン酸のナトリウム塩、カリウム塩、及びリチウム塩が挙げられる。その他の例
は、ＭｏｎｓａｎｔｏによりＤｅｑｕｅｓｔの商標名で販売されてきたもの及びアルカン
ヒドロキシホスホネートのような、有機ホスホネートタイプの金属イオン封鎖剤である。
クエン酸塩及びＣ１２～Ｃ１８脂肪酸石鹸が極めて好ましい。
【００５８】
　他の好適な有機ビルダーには、ビルダーの特性を有することが知られている、より高い
分子量のポリマー及びコポリマーが挙げられる。例えば、こうした物質には、適切なポリ
アクリル酸、ポリマレイン酸、及びＢＡＳＦによってＳｏｋａｌａｎの商標名で販売され
ているもののようなポリアクリル酸／ポリマレイン酸コポリマー及びそれらの塩が挙げら
れる。
【００５９】
　構造化液体は、それにより一次成分（例えば界面活性剤物質）によって構造が形成され
るように内部的に構造化され得、かつ／又は二次成分（例えばポリマー、クレイ及び／又
はケイ酸塩物質）を使用する３次元マトリックス構造を提供することによって外部的に構
造化され得る。組成物は、構造剤を含んでもよく、好ましくは、０．０１重量％～５重量
％、０．１重量％～２．０重量％の構造剤を含んでもよい。構造剤は、典型的には、ジグ
リセリド及びトリグリセリド、エチレングリコールジステアリン酸塩、微結晶セルロース
、セルロース系物質、マイクロファイバーセルロース、バイオポリマー、キサンタンガム
、ジェランガム、及びこれらの混合物からなる群から選択される。好適な構造剤には、硬
化ヒマシ油、及びその非エトキシル化誘導体が含まれる。好適な構造剤は、米国特許第６
，８５５，６８０号に開示される。このような構造剤はある範囲のアスペクト比を有する
糸状構造システムを有する。他の好適な構造剤、及びそれらの構造剤を作製するためのプ
ロセスは、国際公開第２０１０／０３４７３６号に記載されている。
【００６０】
　本発明の組成物はまた、任意に、粘土汚れ除去及び再堆積防止特性を有する水溶性エト
キシル化及び／又はプロピル化アミンを含有し得る。例示の粘土汚れ除去及び再堆積防止
剤は、米国特許第４，５９７，８９８号、同第５４８，７４４号、同第４，８９１，１６
０号、欧州特許出願第１１１，９６５号、同第１１１，９８４号、同第１１２，５９２号
、及び国際公開第９５／３２２７２号に記載される。
【００６１】
　これ以降「ＳＲＡ」又は「ＳＲＡｓ」と示される、既知のポリマー性汚れ放出剤は、洗
剤組成物と組み合わされる場合に、必要に応じて、本発明の布地処理組成物で使用され得
る。ＳＲＡ剤を使用する場合、ＳＲＡ剤は、概して、組成物の０．０１重量％～１０．０
重量％、典型的には０．１重量％～５重量％、好ましくは０．２重量％～３．０重量％を
含む。
【００６２】
　好ましいＳＲＡは、典型的には、ポリエステル及びナイロンのような疎水性繊維の表面
を親水化するための親水性区分、並びに疎水性繊維上に堆積し、洗浄及びすすぎサイクル
の完了までそこに付着し続け、それによって親水性区分のためのアンカーとしての機能を
果たす疎水性区分を有する。これによって、後の洗浄手順で、ＳＲＡによる処置後に浮か
び上がるシミをより容易に落とすことができるようになる。
【００６３】
　ＳＲＡは、例えば種々の荷電性の、例えば、アニオン性又は更にはカチオン性（米国特
許第４，９５６，４４７号を参照されたい）、並びに、非荷電性の、モノマー単位を含む
ことができ、構造は直鎖、分枝鎖、又は更には星状であってもよい。これらは、分子量を
制御すること、又は物理的特性又は界面活性の特性を変化させることに特に有効である末
端保護部分を含んでもよい。構造及び電荷分布は、異なる型の繊維又は生地への適用に合
わせて、あるいは様々な洗剤又は洗剤添加製品用に調整することができる。ＳＲＡの例は
、米国特許第４，９６８，４５１号、同第４，７１１，７３０号、同第４，７２１，５８
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０号、同第４，７０２，８５７号、同第４，８７７，８９６号、同第３，９５９，２３０
号、同第３，８９３，９２９号、同第４，０００，０９３号、同第５，４１５，８０７号
、同第４，２０１，８２４号、同第４，２４０，９１８号、同第４，５２５，５２４号、
同第４，２０１，８２４号、同第４，５７９，６８１号、及び同第４，７８７，９８９号
、欧州特許出願０　２１９　０４８号、同第２７９，１３４　Ａ号、同第４５７，２０５
　Ａ号、並びにドイツ特許第２，３３５，０４４号に記載されている。
【００６４】
　ポリマー分散剤は、有利なことに、特にゼオライト及び／又は層状のケイ酸塩ビルダー
の存在下で、本明細書に記載の組成物に、約０．１重量％～約７重量％の濃度で使用する
ことができる。好適なポリマー分散剤には、ポリマーポリカルボン酸塩及びポリエチレン
グリコールが含まれるが、当該技術分野で既知の他のものもまた使用することができる。
例えば、多種多様の修飾された若しくは非修飾のポリアクリレート、ポリアクリレート／
マレエート、又はポリアクリレート／メタクリレートが高度に有用である。ポリマー性分
散剤の例は、米国特許第３，３０８，０６７号、欧州特許出願第６６９１５号、欧州特許
第１９３，３６０号、及び同第１９３，３６０号に見出される。
【００６５】
　汚れ懸濁液、グリース洗浄、及び微粒子洗浄ポリマーには、アルコキシル化ポリアミン
が含まれ得る。そのような物質には、エトキシル化ポリエチレンイミン、エトキシル化ヘ
キサメチレンジアミン、及びそれらの硫酸化バージョンが含まれるが、これらに限定され
ない。ポリプロポキシル化誘導体が含まれてもよい。多種多様なアミン及びポリアルキレ
ンイミンは、様々な度合いまでアルコキシル化されてもよく、任意に更に修飾されて上記
の利点をもたらすことができる。有用な実施例としては、ＮＨ当たり２０ＥＯ基までエト
キシル化されている６００ｇ／モルポリエチレンイミンコアがＢＡＳＦより入手可能であ
る。
【００６６】
　ポリアクリル酸塩から調製されるものなどの、アルコキシル化ポリカルボン酸塩は、追
加的なグリース除去性能を提供するために本明細書で有用である。このような材料はＷＯ
　９１／０８２８１号及びＰＣＴ　９０／０１８１５号に記載されている。化学的に、こ
れらの材料は、７～８のアクリレート単位ごとに１つのエトキシ側鎖を有するポリアクリ
レートを含む。側鎖は、式－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｍ（ＣＨ２）ｎＣＨ３のものであり、こ
こで、ｍは、２～３であり、ｎは、６～１２である。側鎖はポリアクリレート「主鎖」に
エステル結合され、「櫛形」ポリマータイプの構造を提供する。分子量は通常は約２００
０～約５０，０００の範囲内で変動し得る。このようなアルコキシル化ポリカルボン酸塩
は、本明細書に記載の組成物の約０．０５重量％～約１０重量％を含む。
【００６７】
　プロテアーゼ、アミラーゼ、その他のカルボヒドラーゼ、リパーゼ、オキシダーゼ、及
びセルラーゼを含める酵素が、添加剤成分として使用されてもよい。布地の洗濯の際に遊
離する染料の移行を防止するため、並びに布地を修復するため、基質からのタンパク質系
、炭水化物系、又はトリグリセリド系の染みを除去するため、などの様々な目的のために
、本洗浄組成物には酵素を含ませることができる。好ましい選択は、ｐＨ活性及び／又は
安定性の最適条件、熱安定性、及び活性洗剤、ビルダーなどに対する安定性のような要因
に影響される。１つ以上の実施形態では、組成物は、０重量％～５重量％、又は約０．０
１重量％～１重量％の酵素を含むことができる。
【００６８】
　酵素材料の範囲及び合成洗剤組成物中へのそれらの組み込みのための手段は、国際公開
第９３０７２６３　Ａ号、同第９３０７２６０　Ａ号、国際公開第８９０８６９４　Ａ号
、米国特許第３，５５３，１３９号、同第４，１０１，４５７号、及び同第４，５０７，
２１９号に開示される。酵素材料は、液体洗剤配合物で有用であり、かかる配合物へのそ
の組み入れは、米国特許第４，２６１，８６８号で開示されている。洗剤での使用のため
の酵素は、多様な技法によって安定化され得る。酵素安定化技法の例は、米国特許第３，



(16) JP 2015-502995 A 2015.1.29

10

20

30

40

50

６００，３１９号及び同第３，５１９，５７０号、欧州特許第１９９，４０５号、同第２
００，５８６号、及び国際公開第９４０１５３２　Ａ号に開示され、例示されている。
【００６９】
　本明細書の酵素含有組成物はまた、任意に、約０．００１重量％～約１０重量％、好ま
しくは約０．００５重量％～約８重量％、最も好ましくは約０．０１重量％～約６重量％
の酵素安定化系を含み得る。酵素安定化系は、洗浄性酵素と適合性の任意の安定化系であ
り得る。そのような系は、他の処方活性物質によって本質的に提供されてもよく、又は洗
剤に使用可能な酵素の処方者によって若しくは製造業者によって別個に添加されてもよい
。そのような安定化系には、例えば、カルシウムイオン、ホウ酸、プロピレングリコール
、短鎖カルボン酸、ボロン酸、及びこれらの混合物を含ませることができ、布地処理組成
物の種類及び物理的形態に応じてそれぞれ異なる安定化の問題に対処するように設計され
る。
【００７０】
　洗剤組成物と組み合わされる場合に、本明細書の布地処理組成物は、漂白剤、又は漂白
剤及び１つ以上の漂白活性剤を含有する漂白組成物を、更に含有してもよい。漂白剤は、
特に布地洗濯に関し、典型的には、組成物の総重量に基づいて、約１重量％～約３０重量
％、より典型的には、約５重量％～約２０重量％の濃度で存在するであろう。存在する場
合、漂白活性化剤の量は、典型的には、漂白剤プラス漂白活性化剤を含む漂白組成物の約
０．１重量％～約６０重量％、より典型的には、約０．５重量％～約４０重量％であろう
。
【００７１】
　漂白剤の例としては、酸素漂白剤、過ホウ酸塩漂白剤、過カルボン酸漂白剤、及びそれ
らの塩、過酸素漂白剤、過サルフェート漂白剤、過炭酸塩漂白剤、並びにこれらの混合物
が挙げられる。漂白剤の例は、米国特許第４，４８３，７８１号、米国特許出願第７４０
，４４６号、欧州特許出願第０，１３３，３５４号、米国特許第４，４１２，９３４号、
及び同第４，６３４，５５１号に開示されている。
【００７２】
　漂白活性剤の例（例えば、アシルラクタム活性剤）は、米国特許第４，９１５，８５４
号、同第４，４１２，９３４号、同第４，６３４，５５１号、同第４，６３４，５５１号
、及び同第４，９６６，７２３号に開示される。
【００７３】
　酸素漂白剤以外の漂白剤もまた、当該技術分野で既知であり、本明細書で利用すること
ができる（例えば、スルホン化亜鉛及び／又はアルミニウムフタロシアニン（米国特許第
４，０３３，７１８号、参照により本明細書に組み込まれる）のような光活性化漂白剤、
又はペルオキシカルボン酸若しくはその塩、又はペルオキシスルホン酸若しくはその塩の
ような、事前形成された有機過酸。好適な有機過酸は、フタロイルイミドペルオキシカプ
ロン酸である。使用される場合に、家事用洗浄組成物は、典型的には、約０．０２５重量
％～約１．２５重量％のそのような漂白剤、特にスルホン酸亜鉛フタロシアニンを含有す
るであろう。
【００７４】
　当該技術分野で既知のいずれかの光増白剤又は他の増白剤若しくは白化剤が、典型的に
は約０．０１重量％～約１．２重量％の濃度で、洗浄組成物と組み合わされる場合に、本
明細書の布地処理組成物に組み込まれ得る。本発明に有用であり得る市販の光増白剤は下
位に分類することができ、これはスチルベン、ピラゾリン、クマリン、カルボン酸、メチ
ンシアニン、ジベンゾチオフェン－５，５－ジオキシド、アゾール、５員－及び６－員の
複素環、及び他の様々な剤の誘導体を含むが、必ずしもこれらに限定されない。かかる増
白剤の例は、「Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｏｆ
　Ｆｌｕｏｒｅｓｅｎｔ　Ｂｒｉｇｈｔｅｎｉｎｇ　Ａｇｅｎｔ」、Ｍ．Ｚａｈｒａｄｎ
ｉｋ（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９８２）により出版
）に開示されている。本発明の組成物に有用である光学的な増白剤の具体的な非限定例は
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、米国特許第４，７９０，８５６号及び同第３，６４６，０１５号に特定されているもの
である。
【００７５】
　本発明の組成物は、布地色相剤を含み得る。非限定的な例としては、小分子染料及びポ
リマー染料が挙げられる。適切な小分子染料としては、色指数分類（Colour Index（Ｃ．
Ｉ．））において、ダイレクト・ブルー、ダイレクト・レッド、ダイレクト・バイオレッ
ト、アシッド・ブルー、アシッド・レッド、アシッド・バイオレット、ベーシック・ブル
ー、ベーシック・バイオレット及びベーシック・レッド、又はそれらの混合物に適合する
染料からなる群から選択される小分子染料が挙げられる。別の態様では、適切なポリマー
染料としては、Ｌｉｑｕｉｔｉｎｔ（登録商標）（Ｍｉｌｌｉｋｅｎ，Ｓｐａｒｔａｎｂ
ｕｒｇ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ，ＵＳＡ）の名称で市販されている布地直接着色
剤、及び少なくとも１つの反応染料と、ヒドロキシル部分、１級アミン部分、２級アミン
部分、チオール部分、及びこれらの混合物からなる群から選択される部分と、を含むポリ
マーからなる群から選択されるポリマー、からなる群から選択される高分子染料が挙げら
れる。更に別の態様では、好適なポリマー染料としては、Ｌｉｑｕｉｔｉｎｔ（登録商標
）（Ｍｉｌｌｉｋｅｎ，Ｓｐａｒｔａｎｂｕｒｇ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ，ＵＳ
Ａ）バイオレットＣＴ、リアクティブブルー、リアクティブバイオレット、又はリアクテ
ィブレッド染料で共役されているカルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）、ＣＭＣが共役
されているものとしては、Ｍｅｇａｚｙｍｅ（Ｗｉｃｋｌｏｗ，Ｉｒｅｌａｎｄ）からＡ
ＺＯ－ＣＭ－セルロースの商品名、商品コードＳ－ＡＣＭＣで市販されているＣ．Ｉ．リ
アクティブブルー１９、アルコキシル化トリフェニール－メタン重合着色料、アルコキシ
ル化チオフェン重合着色料、及びこれらの混合物からなる群から選択されるポリマー染料
が挙げられる。有用な色相染料の非限定例としては、米国特許第７，２０５，２６９号、
同第７，２０８，４５９号、及び同第７，６７４，７５７（Ｂ２）号に見出されるものが
挙げられる。例えば、色相染料は、トリアリールメタンブルー及びバイオレット塩基性染
料、メチンブルー及びバイオレット塩基性染料、アントラキノンブルー及びバイオレット
塩基性染料、アゾ染料塩基性ブルー１６、塩基性ブルー６５、塩基性ブルー６６、塩基性
ブルー６７、塩基性ブルー７１、塩基性ブルー１５９、塩基性バイオレット１９、塩基性
バイオレット３５、塩基性バイオレット３８、塩基性バイオレット４８、オキサジン染料
、塩基性ブルー３、塩基性ブルー７５、塩基性ブルー９５、塩基性ブルー１２２、塩基性
ブルー１２４、塩基性ブルー１４１、ナイルブルーＡ及びキサンテン染料塩基性バイオレ
ット１０、アルコキシル化トリフェニルメタンポリマー着色剤、アルコキシル化チオフェ
ン（thiopene）ポリマー着色剤；チアゾリウム染料、並びにこれらの混合物の群から選択
してよい。好ましい色相染料としては、国際公開第０８／８７４９７（Ａ１）号（Ｕｎｉ
ｌｅｖｅｒ）で見出せる白化剤、及び米国特許出願公開第２００８　３４５１１　Ａ１号
に記載されているものが挙げられる。好ましい薬剤は、「Ｖｉｏｌｅｔ　１３」である。
【００７６】
　本発明の組成物はまた、洗浄組成物と組み合わされる場合に、洗浄プロセス中に、１つ
の布地から別の布地への染料の移行を阻害するために有効な１つ以上の物質を含み得る。
一般に、このような移染防止剤としては、ポリビニルピロリドンポリマー、ポリアミンＮ
－オキシドポリマー、Ｎ－ビニルピロリドン及びＮ－ビニルイミダゾールのコポリマー、
マンガンフタロシアニン、ペルオキシダーゼ、及びこれらの混合物が挙げられる。これら
の薬剤は、使用される場合に、典型的には、組成物の約０．０１重量％～約１０重量％、
好ましくは約０．０１重量％～約５重量％、及びより好ましくは約０．０５重量％～約２
重量％を含む。洗剤組成物と組み合わされる場合に、本明細書の布地処理組成物はまた、
必要に応じて１つ以上の鉄及び／又はマンガン及び／又は他の金属イオンキレート剤を含
有してもよい。そのようなキレート化剤は、アミノカルボン酸塩、アミノホスホネート、
多官能置換された芳香族キレート化剤、及びその中の混合物からなる群から選択され得る
。利用される場合に、これらのキレート化剤は、概して、本明細書に記載される洗剤組成
物の約０．１重量％～約１５重量％を含むであろう。より好ましくは、利用される場合に
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、キレート化剤は、このような組成物の０．１重量％～約３．０重量％を含むであろう。
【００７７】
　キレート剤又はキレート剤の混合は、カルシウムイオンの過結合を通して、酵素安定性
に悪影響を及ぼすことなく、重金属（例えばＦｅ）封鎖を提供するために、当業者によっ
て選択され得る。本発明で有用なキレート剤の非限定的な例は、米国特許第７，４４５，
６４４号、同第７，５８５，３７６号、及び米国特許出願公開第２００９／０１７６６８
４（Ａ１）号に含まれる。
【００７８】
　有用なキレート剤には、ジエチレントリアミン五酢酸（ＤＴＰＡ）などの重金属キレー
ト剤、及び／又はタイロンを含むがこれに限定されないカテコールが、挙げられる。二重
キレート剤系が使用される実施形態では、キレート剤はＤＴＰＡ及びタイロンであってよ
い。本明細書に用いるのに好適な他のキレート剤は、アミノカルボキシレート、アミノホ
スホネート、多官能置換された芳香族のキレート剤、及びこれらの混合物からなる群から
選択できる。特に有用なキレート剤には、ＨＥＤＰ（ヒドロキシエタンジメチレンホスホ
ン酸）、ＭＧＤＡ（メチルグリシン二酢酸）、及びこれらの混合物が挙げられるが、これ
に限定されない。
【００７９】
　キレート剤として有用なアミノカルボキシレートとしては、限定するものではないが、
エチレンジアミンテトラアセテート、Ｎ－（ヒドロキシエチル）エチレンジアミントリア
セテート、ニトリロトリアセテート、エチレンジアミンテトラプロピオネート、トリエチ
レンテトラアミンヘキサアセテート、ジエチレントリアミン－ペンタアセテート、及びエ
タノールジグリシン、アルカリ金属、アンモニウム、及びその置換アンモニウム塩、並び
にこれらの混合物が挙げられる。洗剤組成物内の総リンが少なくとも低濃度で許容される
場合に、アミノホスホネートも本発明の組成物におけるキレート剤として使用するのに好
適であり、それにはエチレンジアミンテトラキス（メチレンホスホネート）が挙げられる
。好ましくは、これらのアミノホスホネートは、約６個を超える炭素原子を有するアルキ
ル又はアルケニル基を含有しない。多官能置換された芳香族キレート剤も、本明細書の組
成物中で有用である。米国特許第３，８１２，０４４号（Ｃｏｎｎｏｒら、１９７４年５
月２１日発行）を参照のこと。この種の酸形態の好ましい化合物は、１，２－ジヒドロキ
シ－３，５－ジスルホベンゼンなどのジヒドロキシジスルホベンゼンである。
【００８０】
　本明細書で用いる生分解性キレート剤は、エチレンジアミンジサクシネート（「ＥＤＤ
Ｓ」）、特に（限定されないが）米国特許第４，７０４，２３３号に記載される［Ｓ，Ｓ
］異性体である。三ナトリウム塩が好ましいが、その他の形態、例えばマグネシウム塩も
有用であり得る。キレート剤系は、本明細書に開示される布地処理組成物約０．２重量％
～約０．７重量％、約０．３重量％～約０．６重量％で、本発明の布地処理組成物中に存
在してよい。
【００８１】
　種々の洗浄用柔軟仕上げ剤、特に、米国特許第４，０６２，６４７号の微細なスメクタ
イトクレイ、並びに当該技術分野で既知の他の柔軟剤クレイは、布地洗浄と同時に柔軟仕
上げ剤の利益を提供するために、典型的には、本組成物に約０．５重量％～約１０重量％
の濃度で任意に使用することができる。クレイ柔軟剤は、例えば、米国特許第４，３７５
，４１６号、及び米国特許第４，２９１，０７１号に開示されるような、アミン及びカチ
オン性柔軟剤と組み合わせて使用することができる。カチオン性柔軟剤はまた、クレイ柔
軟剤なしに使用され得る。
【００８２】
　更に、布地処理組成物は、必要に応じて、アニオン性界面活性剤に加えて、非イオン性
界面活性剤を含んでもよい。本発明の目的のために、非イオン性界面活性剤は、親水性及
び疎水性部分からなる分子構造を有する物質として定義され得る。疎水性部分は炭化水素
からなり、親水性部分は、強い極性基からなる。本発明の非イオン性界面活性剤は、水に
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可溶性である。最も好ましい非イオン性界面活性剤は、アルコキシル化化合物であり、好
ましくはエトキシル化化合物及び炭水化物化合物である。好適なエトキシル化界面活性剤
の例としては、エトキシル化アルコール、エトキシル化アルキルフェノール、エトキシル
化脂肪アミド、及びエトキシル化脂肪エステルが挙げられる。好ましい非イオン性エトキ
シル化界面活性剤は、約１０～約２０のＨＩＢを有する。界面活性剤のアルキル基が少な
くとも１２個の炭素原子を含有する場合が好都合である。
【００８３】
　好適な炭水化物界面活性剤又はその他のポリヒドロキシ界面活性剤の例としては、欧州
特許第１９９７６５Ａ号及び同第２３８６３８Ａ号で開示されるようなアルキルポリグリ
コシド、国際公開第９３／１８１２５Ａ号及び同第９２／０６１６１Ａ号で開示されるよ
うなポリヒドロキシアミド、脂肪酸糖エステル（ショ糖エステル）、ソルビタンエステル
エトキシレート、並びにポリグリセロールエステル及びアルキルラクトビオナミドが挙げ
られる。好ましい非イオン性界面活性剤は、長いアルキル鎖（Ｃ１２～Ｃ２２）を有し、
エチレンオキシドの１０～２５モルでエトキシル化されているものである。特に好ましい
非イオン性界面活性剤としては、エチレンオキシドの１５又は２０モルでエトキシル化さ
れた獣脂アルコール及びエチレンオキシドの１５又は２０モルでエトキシル化されたココ
アルコールが挙げられる。長鎖非イオン性界面活性剤に対するポリマー非イオン性界面活
性剤の比率が１０：１～１：５０、より好ましくは５：１～１：３０、最も好ましくは３
：１～１：３である場合、好ましい粘度が達成される。
【００８４】
　更に、布地処理組成物は、必要に応じて、アニオン性界面活性剤に加えて、カチオン性
界面活性剤を含んでもよい。カチオン性界面活性剤の非限定的な例としては、米国特許第
６，１３６，７６９号で論じられるようなアルコキシラート第四級アンモニウム（ＡＱＡ
）界面活性剤；米国特許第６，００４，９２２号で論じられるようなジメチルヒドロキシ
エチル第四級アンモニウム；ジメチルヒドロキシエチルラウリルアンモニウムクロリド；
国際公開特許第９８／３５００２号、同第９８／３５００３号、同第９８／３５００４号
、同第９８／３５００５号及び同第９８／３５００６号で論じられるようなポリアミンカ
チオン性界面活性剤；米国特許第４，２２８，０４２号、同第４，２３９，６６０号、同
第４，２６０，５２９号及び同第６，０２２，８４４号で論じられるようなカチオン性エ
ステル界面活性剤；並びに米国特許第６，２２１，８２５号及び国際公開特許第００／４
７７０８号で論じられるようなアミノ界面活性剤、具体的にはアミドプロピルジメチルア
ミン（ＡＰＡ）を含む２６個までの炭素原子を有し得る第四級アンモニウム界面活性剤が
挙げられる。
【００８５】
　更に、布地処理組成物は、必要に応じて、アニオン性界面活性剤に加えて、両性又は双
極性イオン界面活性剤を含んでもよい。双極性イオン若しくは両性界面活性剤の非限定例
としては、二級及び三級アミンの誘導体、複素環式二級及び三級アミンの誘導体、又は四
級アンモニウム化合物、四級ホスホニウム化合物若しくは三級スルホニウム化合物の誘導
体が挙げられる。双極性界面活性剤の例である、アルキルジメチルベタイン及びココジメ
チルアミドプロピルベタイン、Ｃ８～Ｃ１８（例えば、Ｃ１２～Ｃ１８）アミンオキシド
、並びに、例えば、アルキル基がＣ８～Ｃ１８、及び特定の実施形態ではＣ１０～Ｃ１４

であることができるＮ－アルキル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ－１－プロパンスルホネート
などのスルホ及びヒドロキシベタインを包含するベタインについては、米国特許第３，９
２９，６７８号の１９欄３８行～２２欄４８行を参照のこと。両性界面活性剤の非限定的
な例には、二級若しくは三級アミンの脂肪族誘導体、又は脂肪族基が直鎖又は分枝鎖であ
ることができる複素環式二級及び三級アミンの脂肪族誘導体が挙げられる。脂肪族置換基
のうち１つは少なくとも約８個の炭素原子、例えば約８～約１８個の炭素原子を含有して
もよく、少なくとも１つは水可溶化アニオン性基、例えば、カルボキシ基、スルホネート
基、サルフェート基を含有する。両性界面活性剤の好適な例については、米国特許第３，
９２９，６７８号、１９欄１８～３５行を参照のこと。
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【実施例】
【００８６】
　いずれの乳白化又は不溶性成分が通常添加されることなく、以下の表ＩＶに列挙された
配合物を使用して、多様なシールド塩類のテストを実施した。
【００８７】
【表４】

【００８８】
　十分な疎水性会合撹乱物質を伴うクメンスルホン酸ナトリウム及び最適なポリマー分子
量は、上記に列挙した式に従ってテストされる場合に、高いパーセント透過率を示した。
【００８９】

【表５】

【００９０】
　本明細書で使用するとき、用語「含む（comprising）」は、本開示の組成物の調製時に
又は方法に使用される様々な成分を意味する。それ故に、用語「から本質的に成る」及び
「から成る」は、「含む」という用語に包含される。本明細書で使用するとき、「ｔｈｅ
」、「ａ」及び「ａｎ」を包含する冠詞は、特許請求の範囲又は明細書で使用されるとき
には、請求又は記載されるものの１以上を意味するものと理解される。本明細書で使用す
るとき、用語「包含する（include）」、「包含する（includes）」及び「包含している
（including）」は、非限定的であるように意味される。
【００９１】
　本明細書に開示した寸法及び値は、記載された正確な数値に厳密に限定されるものと理
解されるべきではない。むしろ、特に断らない限り、そのような寸法のそれぞれは、記載
された値及びその値の周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば、



(21) JP 2015-502995 A 2015.1.29

10

「４０ミリメートル」として開示される寸法は、「約４０ミリメートル」を意味するもの
である。
【００９２】
　相互参照されるか又は関連する全ての特許又は特許出願を含む、本願に引用される全て
の文書を、特に除外すること又は限定することを明言しない限りにおいて、その全容にわ
たって本願に援用するものである。いずれの文献の引用も、こうした文献が本願で開示又
は特許請求される全ての発明に対する先行技術であることを容認するものではなく、また
、こうした文献が、単独で、あるいは他の全ての参照文献とのあらゆる組み合わせにおい
て、こうした発明のいずれかを参照、教示、示唆又は開示していることを容認するもので
もない。更に、本文書において、用語の任意の意味又は定義の範囲が、参考として組み込
まれた文書中の同様の用語の任意の意味又は定義と矛盾する場合には、本文書中で用語に
割り当てられる意味又は定義に準拠するものとする。
【００９３】
　本発明の特定の実施形態が例示され記載されてきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱
することなく他の様々な変更及び修正を実施できることが、当業者には自明であろう。し
たがって、本発明の範囲内にあるそのような全ての変更及び修正を添付の特許請求の範囲
で扱うものとする。
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